
【論文】

「フー ド ・マ イ レー ジ」 を用 い た地 産 地 消 の効 果 計 測 の試 み
―学校給食の事例か ら―

農林水産省九州農政局(前:関 東農政局) 中 田 哲 也

1. は じめに

2. フー ド・マイレージに関する先行研究

3. 地産地消 と学校給食

1) 地産地消の取組みの隆盛とその背景

2) 学校教育における地産地消の扱い

4. 埼玉県新座市立第二中学校の学校給食の

現状

1) 地域の概要

2) 学校給食の食材使用量と産地

5. 学校給食のフー ド・マイレージと地産地

消の効果の計測

1) 計測方法

2) 計測結果

3) 地産地消の効果計測の試み

6. 二酸化炭素の削減効果 と若干のまとめ

1. は じめ に

食料の輸送量に輸送距離を乗 じて求め られ

る 「フー ド・マイレージ」は、食料輸送が環

境 に与える負荷を定量的に把握すること等を

目的に開発 された指標である。先行研究[1]

では、わが国の輸入食料全体に係るフー ド・

マイレージの計測を行ったが、国産農産物あ

るいは国内輸送面については、今後の課題 と

して残 されてきた。

一方、近年、多 くの地域においては、いわ

ゆる 「地産地消」の取組みが盛んとなってい

るが、これ らの具体的な効果についての定量

的な計測はほとんど行われていない。

本稿の 目的は、埼玉県下のある中学校の学

校給食 を事例 と して、国内輸送 を含むフー

ド・マイレージを計測するとともに、当該校

で取 り組 まれている地産地消の取組みの効果

について、食料輸送に係る環境負荷低減 とい

う観点か ら定量的に明 らかとす ることであ

る。

2. フー ド ・マイ レー ジ に関 す る先行

研 究

フー ド・マイレージに関する先行的研究に

は拙稿[1]が ある。本研究においては、わ

が国の輸入食料全体のフー ド・マイレージを

計測 し、諸外国(韓 国、アメリカ、イギリス、

フランス、 ドイツ)と 比較 した結果、長距離

輸送を経た大量の輸入食料に依存 しているわ

が国の食料供給構造の特異 な姿を明らかにし

た(表1)。 さらに、わが国の輸入食料が輸

送される際に排出されている二酸化炭素の量

は、国内における食料輸送の過程における排

出量の2倍 近い量であるとの試算結果 を示

し、地球環境に大 きな負荷を与えていること

を指摘にした。

しかしなが ら、本研究におけるフー ド・マ

イレージの計測 は、輸入食料 の輸入の過程

(生産地からわが国の輸入港までの間)に の

み着 目した ものであ り、国内輸送面(輸 入食

料及び国産食料)に ついては、その検討の重

要性 を認識 しつつも今後の課題として残され

てきたものである。
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表1 各国の フー ド・マイ レージの比較(品 目別)

出典:中 田哲也 「食料の総輸入量 ・距離(フ ー ド・マイ レー ジ)と その環境 に及ぼす負荷 に関す る考察」 『農

林 水 産 政 策 研 究 』No. 5, 2003. 12

3. 地産地消 と学校給食

1) 地産地消の取組みの隆盛 とその背景

「地産地消」の明確な定義はないが、一般

的には、地域で生産された産物をその地域で

消費するという取組みを指 している。

近年、多 くの地域においてこの取組みが盛

んとなっているが、この背景には、消費者の

間に食の安全性に対する不安感の高まりとい

う事情がある。2001年9月 、国内における初

のBSE(牛 海綿状脳症)の 発生が確認 されて

以降、輸入野菜か らの残留農薬等の検出、国

内における無登録農薬の使用、高病原性鳥イ

ンフルエ ンザの発生等の事件が相次いだ。ま

た、多 くの企業や協同組合において食品を偽

装 していた事実が次々と判明 した こともあ

り、消費者は食に対 して大きな不安感を有す

るようになったのである。

これら個々の事件 ・事故の直接的な原因は

それぞれにあるが、食に対する不安感の高ま

りに共通する背景 として、食卓(食)と 食料

生産の現場(農)と の問の距離が拡大 してい

るという事情がある(註1)。 消費者の多 く

はこの距離の大 きさに気づき、 自分たちの口

に入る食料を生産している人の顔が見えな く

なっていることに不安 を感 じているのであ

る。地産地消は、 この食 と農の間の距離を縮

め、食に対する安心感を得 ようとす る運動 と

位置づけることがで きよう。

この点については、国の食料政策において

も明確に意識されている。2003年6月 に農林

水産省が公表 した 「食の安全 ・安心のための

政策大綱」(註2)に おいては、政策の展開

方向の一つである 「産地 と消費者の信頼を深

めるための取組」の例 として、「身近な とこ

ろで生産者自らが、安全な農産物などを責任

と自信をもって消費者に提供 し、消費者 も身

近に生産の過程などを知ることがで きる 『地

産地消』 を推進」すること等 により、 「顔の

見える関係づ くり」を進めることが掲げ られ

ている。

また、野菜政策につ いては、 これ までは

「指定産地制度」等を通 じて首都圏など大消

費地への安定供給 を図ることを主な目的 とし

て実施 されて きた結果、産地の大型化 ・遠隔

地化と全国的な広域流通が進展 してきた。 し

か し、最近では、野菜政策においても食の安

全 ・安心の観点から地産地消に一定の役割が

与え られるようになっている(註3)。
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さらに、現在、政府の食料 ・農業 ・農村政

策審議会では 「食料 ・農業 ・農村基本計画」

の見直 し作業が行われているが、2004年8月

に同審議会企画部会が公表 した 「中間論点整

理」 においては、「国民の理解 と納得」 とい

う項 目の中で、政策の透明性 を高めてい くた

めの手段の一つ として地産地消が位置づけら

れている(註4)。

地方公共団体においては、地産地消推進の

ための様 々な施策が実施されている。例 えば

岩手県では、多 くは首都圏等に出荷 されてい

る県産農産物に対する県民のニーズの高まり

を踏まえ、2001年6月 、知事 を会長 として生

産者団体、流通加工団体、消費者団体等か ら

なる 「いわて地産地消推進機構」 を設置 し、

「いわて食財の 日」の設定、学校給食におけ

る県産農林水産物の利用拡大等を県民運動と

して展開している(註5)。

また、神奈川県においては、地産地消 を

「今まで忘れかけていた生産者 と消費者の新

しい関係 を育ててい く第一歩」 と位置づけ、

2002年 度か ら行政 と関係団体が一体 とな り

「地産地消ネ ットワーク推進事業」 を実施 し

てお り、ホームページ開設による関連情報の

集約 ・提供、フォーラム開催 など団体間の情

報交流と相互連携の推進等に取 り組 まれてい

る(註6)。

2) 学校教育における地産地消の扱い

学校教育において も、近年、「生 きる力」

をはぐくみ健康教育を充実するという観点か

ら、学校給食等を通 じた食に関する指導が強

化 されてきてお り、この中で地産地消につい

ても触れられることが多 くなっている。

例 えば、2002年 に文部科学省が作成 ・公表

した小学生用の食生活学習教材 には、「地域

に伝わる料理を大切にしよう」 という項 目の

中で地産地消が取 り上げられている(註7)。

また、2004年 度か ら実施されている 「学校

を中心とした食育推進事業」は、各都道府県

1地 域を指定し、小 ・中学校が中心 となって

地元の生産者、流通業者等の協力を得て行う

食に関する指導の充実を図る取組みを推進す

るもので、学校給食への地元産野菜の活用や

農業体験学習等のモデル的な取組みが全国各

地で行われている。

さらに、2004年 には学校教育法の改正によ

り食に関する指導と学校給食の管理 を一体 と

して行う 「栄養教諭」制度が創設され、今後、

学校における食に関する指導が充実 されるこ

ととなっている(2005年4月 施行)。

4. 埼玉県新座市立第二中学校の学校

給食の現状

1) 地域の概要

前節でみたように、食料政策面や学校教育

の場で地産地消が注 目されるとともに、様々

な取組みが実施されているが、 これら取組み

の効果の定量的な把握については、これまで

試算的にも行われていない。

本節以降においては、フー ド・マイレージ

という指標 を用い、輸送に係る環境負荷低減

とい う観点か らみた地産地消の効果 につい

て、具体的な事例に則 して定量的に明 らかと

することを試みる。

今回データを提供頂いたのは、埼玉県新座

市立第二中学校である。

埼玉県でも、様々な段階において地産地消

の取組みが行われている。2003年3月 には埼

玉県農林部に地産地消推進室が設置され、消

費者や生産者、加工 ・流通 ・販売業者など幅

広い関係者か らなる 「いつでもどこで も埼玉

産ネットワーク」づ くり、農薬や化学肥料 を

半減 させる 「有機100倍 運動」の推進、「県産

,農産物提供モデル店」の設置等が行われてい

る(註8)。 また、(財)埼 玉県学校給食会が

中心 となって学校給食への県産農産物の供給

に熱心に取 り組 まれてお り、例 えば埼玉県に

おける学校給食用米飯には全て県内産米が使
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用されている。 さらに同会では、県内産農畜

産物 を使用 した米粉パ ンや麺類、冷凍野菜、

フランクフル ト等を製造 し提供 している。

新座市は埼玉県の南西部、都心20km圏 内に

位置する人口約15万 人の市で、複数の私鉄 と

JR線 が走 る,典型的な東京のベッドタウンとし

て都市化が進んでいる。一方、現在 も農地面

積 が市域の約20%を 占めているな ど、農地

(畑)や 平地林が比較的豊富に残されている

地域で もある。新座市においては、2001年 度

から 「学校ふるさと構想支援事業」を実施 し

てお り、 この一環 として、地域及び関係機関

の協力の下、全ての小学校及び一部中学校に

「学校教育農園」が設置 され、児童生徒の農

作業体験活動等が行われている。

新座市立第二中学校 は、3学 年計で生徒数

767人 と地域 においては比較的規模の大 きな

中学校である。市の北部に位置し、

おおむね住宅地や事業所に囲まれ

ているが近隣には農地 も残 されて

いる。隣接する東野小学校 には学

校教育農園も設置されている。

新座市における学校給食は全て

自校方式(一 部、調理は民間委託)

であ り、献立は各校の栄養士が独

自に作成 している。各校の栄養士

は、安全で新鮮な地元野菜等を給

食に取 り入れるため、15年 ほど前

から地元の農家に対 して直接働き

かけを行ってきた。当初、農家か

らは、学校給食 は規格等が面倒、

毎 日の配送が大変といった意見 も

出されたが、学校給食の意義や目

的についてねば り強 く理解 を求め

た結果、現在では、ほぼ全ての学

校で地元農家や直売組合 との契約

を通 じ地元産野菜が学校給食の食

材 として供給されている。

2) 学校給食の食材使用量 と産地

今回入手できた学校給食のデータは、2004

年5月(17日 間)分 の食材毎の使用量 と産地

である。

食材の使用 量は全体で7,642kgで あ り、種

類別 にみると、最 も多いのは鶏卵 ・乳類で

2,554kg(う ち牛乳2,467kg)で 、次いで穀類

1,381kg(う ち精白米571kg)、 野菜1,016kg等

となっている(表2)。 これ らの うち牛乳 と

精白米は全て埼玉県産であ り、野菜について

も約半分は埼玉県産である。

食材使用量を産地別にみると、先に述べた

牛乳、精 白米、野菜 など埼玉県産の食材が

4,139kgと 過半を占めている一方、輸入品の

割合は1%強 に過 ぎない。

表2 学校給食の食材使 用量(2004年5月)
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5. 学校給食の フー ド ・マイ レージと

地産地消の効果の計測

1) 計測方法

フー ド・マイレージは、食材毎の使用量に

その食材の産地からの輸送距離を乗 じて累積

することにより求め られる。なお、先行研究

[1]は 輸入食料についてのみの計測であり、

国産品あるいは国内輸送に係るフー ド・マイ

レージの計測は今回が初めての試みである。

食材毎の使用量及び産地については、同中

学校か ら提供 されたデータをそのまま用いて

いる。なお、先行研究 と同様、産地について

は原料の原産地までは考慮せず製品としての

産地としている。例えば、この月には中華麺

が385g使 用されてお り、原料の小麦粉はオー

ス トラリア産が7割 、国産が3割 となってい

るが、全て県内で製麺 されたものと仮定 し産

地は埼玉県 としている。

計測 に当たって最 も技術的に困難 なこと

は、輸入品の場合 と同様、輸送経路及び距離

の特定である。国産品についても、当然なが

ら個々の食材の産地及び輸送経路は様々であ

り、それらを逐一特定することは現実問題と

して不可能である。 このため、今回は以下の

ような仮定の下に計測を行 うこととした。

まず国産品については、入手で きたデータ

の産地 は原則 として都道府県単位であるた

め、輸送距離は当該品目の産地である都道府

県の都道府県庁所在地か ら同中学校までの輸

送距離 とした。輸送手段について も現実には

非常に多様であると考えられるが、 ここでは

全て トラック輸送 されているものと仮定 し、

輸送距離は道路輸送距離とした(註9)。

産地か ら同中学校までの道路輸送距離の計

測 には、 インクリメン トP株 式会社 がイ ン

ターネ ット上で提供 している地図検索サービ

ス 「MapFan Web」 の 「るー とMap」 を利

用 した(註10)。 これは、出発地 と目的地の

座標 を地図上で指定すると、その間の道路輸

送経路と距離を算出するソフ トである。

この場合、留意が必要なのは、現実には食

料の多 くは産地か ら最終消費地 まで直線的に

運ばれるわけではなく、集荷や荷 さばきのた

めの施設(集 出荷施設、市場、配送施設等)

を経由す ることが一般的であることである。

このため、今回求められた距離は、実際の輸

送距離 よりも過小 となっているものと想像 さ

れる。

次に、輸入品の輸送距離は以下のような仮

定により計測 した。まず、輸出国からわが国

までの輸送距離については、先行研究[1]

で用いた数値をそのまま援用 している。すな

わち、輸出国の国内輸送距離は当該国の首都

か ら輸出港までの直線距離、輸出港か らわが

国の輸入港(東 京港)ま では船舶による海上

輸送距離とし、 この合計が輸出国か らわが国

までの輸送距離 となる。 さらに今回は、この

距離に 「るーとMap」 で求めた東京港から同

中学校 までの道路輸送距離を追加 した。

2) 計 測 結 果

同 中 学 校 の2004年5月 に お け る学 校 給 食 の

フ ー ド ・マ イ レ ー ジ は、 約3,001t・kmと 計 測

され た(表3)。

そ の 構 成 を 食 材 別 に み る と、 最 も大 きい の

は 肉 類 で1,100t・km、 次 い で い も ・で ん ぷ ん

の431t・km等 とな って い る 。 前 者 に つ い て は

宮 崎 県 産 豚 肉 、 デ ンマ ー ク産 ベ ー コ ン等 が 、

後 者 につ い て は長 崎 県 産 ジ ャ ガ イ モ が 大 きな

ウ ェ イ トを 占 め て い る。

次 に 産 地 別 の 構成 を み る と、 九 州 ・沖 縄 が

939t・km、 次 い で 東 北 が326t・kmと 大 き く

な っ て い る。 前 者 に つ い て は宮 崎 県 産 豚 肉 や

長 崎 県 産 ジ ャ ガ イ モ 、 後 者 に つ い て は岩 手 県

産 鶏 肉等 が大 きい 。

ま た 、 イ タ リア(オ リー ブ オ イ ル)や デ ン

マ ー ク、 ア メ リ カ(い ず れ もベ ー コ ン、ハ ム)

な ど、 輸 入 品 に係 る フー ド ・マ イ レー ジ が 全

体 の4割 弱 を 占め て い る 。
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表3 学 校 給 食 の フー ド ・マ イ レー ジ(2004年5月)

表4は 、 食材別、産地別の食材使用量 と

フー ド・マイレージの構成比 を、それぞれ比

較 したものである。フー ド・マイレージを使

用量 と比較 してみると、食材別では肉類が、

産地別では、九州 ・沖縄や海外産地(輸 入品)

が際立って大きくなっていることがわかる。

3) 地産地消の効果計測の試み

同中学校 におけるフー ド・マイレージは、

先に述べたような地産地消の取組みにより相

当程度縮小 されている。

ア 米

まず、精白米については、同中学校では全

量埼玉県産米を使用 している。そのため、穀

類全体に占める精白米の割合は、使用量(重

量)ベ ースで は41%を 占めるにも関わ らず

フー ド・マイレージでは2%強 に過 ぎない。

地産地消の取組みの効果を具体的に計測す

るため、現状(埼 玉県産 を100%使 用)と 、

仮に市場流通に委ねて調達(埼 玉県下におい

て実際に流通 している米の産地別構成割合に

即 して調達)し た場合のフー ド・マイレージ

との比較を試みた。県内需要量 と生産量か ら

推計す ると米の県内自給率はおおむね40%程

度と考え られ、残 りの60%に ついての産地別

の流通割合は、関東農政局業務用資料か ら新

潟県産14%、 秋田県産9%、 栃木県産7%等

と推定 された。

これらの数値を基に、仮に市場流通に委ね

て調達 した場合のフー ド・マイレージを計測

すると133t・kmと なる。 しかしなが ら、現実

には地産地消の取組みにより6t・kmと 、 こ

のわずか5%弱 の水準に縮小 されている(図

1)。
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表4(1)  学校給食 の食材使用量 とフー ド・マ イレー ジ

(食材別構成 比)

イ 野菜

野菜についても、調達はなるべ く地元の業

者を優先 しているほか、近隣の農業生産者か

ら構成 される直売組合 との契約等により地場

産の野菜を積極的に給食に取 り入れている。

同中学校の学校給食において使用されてい

る埼玉県産(直 売所か らの調達分 を含む。)

の野菜は、キャベツ、小松菜、ホウレン草 な

ど511kgで 、野菜全体(1,016kg)の50%強 を

占めている。

これ ら野菜について、米 と同様、仮に市場

流通 に委ねて調達 した場合のフー ド ・マイ

レージを計測 し現状 と比較 してみた。産地別

の野菜の流通量については、埼玉流通情報協

会が公表 している「青果物の産地別市場動向」

のうち、さいたま市青果市場の品 目 ・産地別

の数量のデー タ(16年5月 分)を 用いた。例

えばキャベツについては千葉県産が、ホウレ

ン草では岩手県産が大 きな割合を占めてい

る。

これら野菜 を仮に市場流通に委ねて調達 し

た場合のフー ド ・マ イレージを計測す ると

17t・kmと なるが、現実には地産地消の取組

みにより4t・kmと 、24%の 水準に縮小 され

ているのである(図2)。

表4(2) 学校給食 の食材使用量 とフー ド・マイ レー ジ

(産地別構成 比)

6. 二酸化炭素の削減効果 と若干の ま

とめ

以上の結果から、米 と野菜について地産地

消 の取組 みにより削減 された フー ド ・マイ

レージは合計で140t・kmと なる。これは、当

該月のフー ド・マイレージ全体の5%弱 に相

当する。

これに営業用普通 トラックの二酸化炭素排

出係数(180g/t・km: 1tの 貨物 を1km輸

送する際に排出される二酸化炭素の量)を 乗

じると5月 の1ヶ 月で約25kgと なり、これを

単純に12倍 すると年間で約300kg(生 徒1人

当た り0.4kg)と 推計 される。これが、地産

地消の取組みにより削減された二酸化炭素の

量に相当する。

この数字の大 きさ自体を一概に評価するこ

とは困難である。ちなみに、わが国内におい

て食料輸送に伴い排 出される二酸化炭素の量

は国民1人 当た り年間で約71kgと 推計される

が、 これ と単純に比較すると、この学校給食

における地産地消の取組みにより削減 された

排出量は1%に も満たない(註11)。

しか しながら、地球温暖化が全人類的な問

題 と認識 され、温暖化ガスの排出量の削減が
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図1 米の フ ー ド ・マ イ レー ジ(産 地 別 構成 、地産 地消 の効 果)

図2 野 菜の フ ー ド.マ イ レー ジ(地 産 地消 の効 果)

焦眉の課題となっている現在、地産地消 とい

う身近な場での取組みを一層推進 していくこ

とは、大 きな意義があるものと考えられる。

謝辞

今回の試算に当たっては、新座市立第二中

学校の栄養職員である金澤佳代子氏を始め と

する先生方、(財)埼 玉県学校給食会常務

岩崎武正氏にご協力を頂 きました。 ここに記

して謝意を表させて頂 きます。

(註1) 高橋 正 郎[2]に よ る と、 「食 と農 の距

離 が拡 大 」 とい う現 象 は、 少 な く と も 「地

理的距離の拡大」、「時間的距離の拡大」、

「社会的(段 階的)距 離の拡大」の3つ の局

面で展開している。

(註2) 農林水産省[3]は 、食品安全基本法の

施行、内閣府食品安全委員会の発足等、国

民の健康の保護を最優先とした政府全体の

新しい食品安全行政に的確に対応するため

の指針として、農林水産省が制定 ・公表し

たものである。

(註3) 農林水産省[4]に よれば、当面の政策

の対応方向として、「地域で生産された地場

野菜を(中 略)地 域内で消費することは、

消費者と生産者との 『顔の見える関係』を

構築し、また 『安全 ・安心』等の要請に応

えるもの」であるとし、「『地産地消』の取
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組 を推 進すべ き」 と して いる。

(註4) 企 画 部 会 「中 間論 点整 理 」[5]に お い

ては 、 「地産 地消 の取 組 や都 市 ・農 村交 流 の

促 進 等 に よ り、 国民 が 農 業 ・農村 と触 れ合

い、 理 解 を深 め る こ とが で きる よ う に しな

が ら」、 「政 策 の 在 り方 につ い て 国民 の 理解

と納得 を得 て い くこ とが重 要」 と してい る。

(註5) http://www.prefiwate.jp/~hp0505/

(註6) http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/

nogyosinko/tisantisyo/index.htm

(註7) 文部 科学 省[6]に は 「地 域 に伝 わ る料

理 を大 切 に し よ う」 とい う項 目の 中で 「郷

土(生 まれ 育 っ た土 地)で とれ る産 物 には

どん な もの が あ る で し ょうか」 とい う問 い

かけ があ る。

(註8) http://www.pref.saitama.jp/A06/B200/

tisan/tisanindex.htm

(註9) 国 土交 通省[7]の 「品類 品 目 ・代表 輸

送機 関 別流 動量 」(3日 間調査)を 基 に した

推計 で は食 料 の 輸送 量 は273万 トンで あ り、

輸送 機 関別 にみ る と トラ ックが89.9%と ほ と

ん ど を占め てい る。

(註10) http://www.mapfan.com/routemap/

index.html

(註11) 中田[1]第4表 に よる と、 国 内 にお け

る食 料輸 送 に伴 う二 酸化 炭 素 排 出 量 は9百

万 トン と推 計 され 、 こ れ を 国民1人 当 た り

にす る と約70kgと なる。
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